


助になり、かつ、理論の進歩に結びつけば非常に大きな成

果が上がると思います。当学会の研究は世界の中で高い

評価を既に受けつつございますが、今後もさらにこれが

進歩することを祈念いたしまして、私の冒頭のごあいさ

つといたします。ありがとうございました。

<開会宣言>

司会 それでは山本信孝日本ナレッジ・マネジメント学会

第4回年次大会の会長から開会宣言をいただきたいと思い

ます。

山本 おはようございます。

ただいまから第4回日本ナレッジ・マネジメント学会を

開会いたします。

今回もたくさんの皆様にお集まりをいただき、一段と

隆盛化してきたことはまことにうれしい限りでございま

す。ただいま奈良会長から、今回のテーマについての種々

お話をいただき、つけ加える点はございませんが、私

なりに今回のテーマについて考えていることを述べさせ

ていただきたいと思います。

今回のテーマを「新世紀の"知"」とさせていただきま

した。ナレッジ・マネジメントとは何か。既にたくさんの

解説本が出ており、皆様ご存じのとおりであります。どの

本にも、ナレッジが第5の経営資源である。企業経営はこ

れまでヒト・モノ・カネ・情報と言われてきたが、それに

並ぶものがナレッジであり、知はこれまでの四つの資源

を統合する中核資源である。だから、知識の共有化を図ら

ねばならない。それと暗黙知、形式知とがある」と書いて

あります。

つまり、ナレッジ・マネジメントとは、企業の持つ知識

をいかにうまく活用して収益に結びつけていくかという

経営手段として書かれております。私もそのことには全

く異存はございません。しかし我々は日本人として、ある

いは世界人として、もっとナレッジを大きな観点からと

らえる必要があるのではないかと思います。

20世紀はまさに技術発展のすばらしい世紀でありました。

それまでの1900年間で開発された何十倍、何百倍の新しい

技術をつくり上げてきました。世界一周が80日もかかって

いたのに、わずか1日で回る飛行機。特に通信技術の発達

からlT革命により、世界の情報がリアルタイムで回る便利

な社会を構成しました。その反面、究極の兵器、原子爆弾

が開発され、日本は悲惨なダメージを受けました。また、

いろいろな新製品使用による過剰なエネルギー使用から、

地球環境の破壊も進んでおります。

石原東京都知事がある新聞の論説の中で、21世紀末に地

球に生き残っているのは、力ラスとゴキブリだけではない

かと書かれていますが、そうなりたくないと思いますけれ

ども、全く考えられない話でもないと思います。

〈開会の辞>

司会 最初に開会の辞を学会の奈良久彌会長に承りたいと

思います。よろしくお願いいたします。

奈良 皆様おはようございます。当学会の会長の奈良でご

ざいます。きょうは本当にお寒い中、早朝よりお集まりい

ただきましてありがとうございました。開会に当たり一言

ごあいさつ申し上げたいと存じます。

まず始めに、今回の大会に当たりまして、大変なご尽力

をいただきました私の長年の親しい友人である山本三和

総合研究所会長に厚く御礼を申し上げます。と同時に、

大会運営に多大なご協力をいただきました三和総研の皆様

方、並びに高梨専務理事をはじめとする学会事務局関係の

皆様方に厚く御礼を申し上げます。

お陰さまをもちまして、第4次年次大会をここに立派に開

催することができました。振り返ってみますと、当学会は3

年前にスタートしたわけでございます。会員各位の大変な

ご努力によりまして、我が国有数の学会に成長したわけで

ございまして、お互いにご同慶の至りでございます。

新しい世紀を迎えまして、これから知識あるいはナ

レッジの重要性というものがますます重要で、各方面で

認識されておりまして、ナレッジ・マネジメント、ナレッ

ジ・シェアリングの研究につきましては、急速に進んでい

るわけでございます。本日はこの後、東日本鉄道旅客の松

田会長よりお話を承ることでございますが、松田会長の

国鉄から民営に移る間のいろいろなご努力等を含めまし

て、長年にわたるご経験と知識の結晶の一端をご披露いた

だくことになり、大変大ぎな参考になると存じます。

またその後、青山学院大学の石川先生から、「野心的な

知識オリンピック構想」についてのご発表をお願い申し

上げております。学会の皆様方からは、研究部会活動の成

果につきまして貴重なご報告をいただくことが予定されて

おります。十分成果を共有した新しい研究が発表されるも

のと期待いたしております。

前20世紀は、私は決していい世紀ではなかった。戦争

と物欲万能の、世紀の中では一番悪い世紀ではなかった

かというような気もいたします。この21世紀は、その反

省に立っていい世紀にしないといけないと思います。

ピーター・ドラッカーの話によりますと、今世紀はナレッ

ジワーカーの世紀になる。いわゆる知の世紀ということ

になると思います。入間の持っておりますナレッジをい

かに有効に活用するか、シェアするかということで企業

の業績が左右されるわけでございます。すなわち、ヒト

モノ・カネに加えて情報というものがこれからの経営を

左右する極めて重要なファクターになると存じます。

当学会の一つの特色は、実務家と学者が一緒になって研

究するところにございます。研究が企業業績の改善の一
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<基調講演>

司会 それでは午前の部をスタートいたします。

最初に基調講演といたしまして、松田昌士東日本旅客

鉄道株式会社会長よりお話をお伺いしたいと思います。

松田 おはようございます。JR東日本の松田でござ

います。

実はこの日本ナレッジ・マネジメント学会に出て何か

話をするように、森田理事長にかなり前から頼まれまし

た。私は森田さんと同郷ですし、大先輩でありますし、実

務的にも会計事務所におられたときからずっとお世話に

なっていたものですから、断ることができないで、安請け

合いをしたわけです。その結果、きょうの時点で大変困惑

をしておりまして、まず最初に皆さんの期待するような

ことは言えそうもないということで、おわぴをすること

から始めさせていただこうと思います。

私は国鉄時代から約40年近く、国鉄、JRの改革に携

わり、JRを今経営してきている立場にあります。なぜナ

レッジ・マネジメントということがピンとこないかとい

うのがまだよくわからないのですが、いずれにしても私

が少し読ませていただいた本が、いささか私の知識、考え

方を混乱させているのかなと思っています。

なぜかと言いますと、不幸にして私が読みました本と

いうのは、極めて形式的というか、例えば知の定義である

とか、知には暗黙知があるとか、形式知があるとか、いろ

いろごちゃごちゃ書かれていて、こういう概念というの

は、実は私は今全く必要としておりません。年をとってき

て記憶力が悪くなったのに、こういう言葉にそういう場

所を与えるつもりは全くないというくらい、私の考えて

いるものと全然違うという感じがしているわけであります。

企業というのは、それぞれ維持発展していくうえで、ど

の企業でも皆さんが苦労をして非常に、どちらかといえ

ば体験的にノウ八ウを生み出している。あるいは、それを

利用して結果を生み出しているというのが普通の経営だ

と私は考えています。

言葉を換えて言いますと、私どもは若干哲学めいたと

いうか、概念的なものから経営というものに入っていく

という人は、ほとんど経営者ではいないと思っています。

自分たちの生活の中で、汗のにじむような思い、あるいは

企業を抱えて沈むかもしれないというような恐怖感、そ

ういうものを持ちながら、苦しんで一つずつ自分たちの

経営哲学あるいは経営方針というものを決めていってい

るわけです。

その結果、いろんな人が社長を卒業したり、会長を卒業

したりすると、私の経営方針とかいろいろお書きになり

ます。その経営方針とか経営哲学を書いた瞬間に、その会

社は大部分つぶれるというのが普通でありまして、それ

は、その人たちがその時代に自分の体で生み出したもの

だからだというふうに思います。

したがって、あまり概念的、具体的なものというもの

に、私はあまり強い関心を持っておりません。私が知りた

いのは何かといいますと、そういう形で実際に汗を流し、

苦労しながらいろいろな成果を生み出していく、その実

例をたくさん知りたいというふうに思っているわけです。

今も思っているし、今までもそういうことを思いながら

また、医学の進歩も恐ろしいものがあります。ヒトゲノ

ムの研究が進み、クローン人間とか遺伝子の解読により、

それぞれの人の死亡年月がわかるようになるといいます。

そうなると、世の中はどうなのでしょうか。大きな社会混

乱が起きるかと思います。

その一方で、まだまだ知的開発が遅れている分野がありま

す。例えば経済学であります。ケインズ以降、これといっ

た大きな学説は出ていないように思います。我が国の景気

対策も公共投資の増加がそのメインを占め、その効果がい

ま一つはっきりしないままに過大な国債発行残高になって

おります。また、豊かさとは何か。そのための政策はどう

あるべきか。経済学的な理論構成がないままに福祉費用の

肥大化が進んでいるように思います。

こうしたいろいろな問題点を抱えながら21世紀に

入ってきておりますが、我々は改めて新世紀の知のあり

方について考えねばならないと思い、今回のテーマを「新

世紀の知」とさせていただきました。そして、20世

紀と違って新世紀の知としては、次の3点を考えねばな

らないと思います。

第1は、知の倫理性についてです。特に技術開発を担当

する研究者として、自分の研究結果が世界に幸せをもた

らすものかどうか、まず考えてもらいたいものでありま

す。

第2は、研究の公開性の徹底です。これからの開発は社

会的影響の大きなものがあります。事前に社会的対応を

考えねばならないものもたくさん出てくると思います。

したがって、完成時ではなくて予告的に事前に公開して

もらう。

第3に、まだまだ新しい知を想像していかねばなりません。

新世紀のクリーンで豊かな生活を構築していくためにも必

要ですし、第1、第2の課題解決のためにも、新しい知が要

ります。

例えば情報の新技術などが悪用されているケースがふ

えてきておりますが、それを防止するための知を絶えず

開発していかなければなりません。ビジネスの面でも知

の独占が大きな収益をもたらしており、知的所有権、特許

のブームをもたらしてきております。その独占の開放は

所有者である企業の倫理観に委ねられている恐ろしさも

あります。これもまた公開のルールをつくる新しい知が

必要と思います。特に我が国としては、日本のためにも、

国際貢献のためにも知的立国を目指していくべきであり

ます。

20世紀の国の盛運を決めたのは武力でありました。

しかし、新世紀の国運を決めるものは知力でありたいもの

です。体力を競うオリンピックは、既に100年の歴史があり

ますが、新世紀では知力の総合的なオリンピックができれ

ばよいのにとも思います。本日、そのお話を石川先生から

お伺いできることを楽しみにしております。

我々の学会もビジネス的活用だけでなく、もっと大ぎく

ナレッジを研究していくべきではないかと思います。

以上、私なりの意見を述べさせていただきましたが、

きょうはこれから終日、長時間の会合になります。最終ま

ご静聴賜りますようお願い申し上げ、開会のあいさつとさ

せていただきます。本日はありがとうございました。



我々は借金のカタとして、売った金が全部政府に入るわ

けですから、会社には一銭も残らない。そういう体質の会

社です。早く民営化したいと思っているわけです。それで

もお陰さまで、今のような時代を迎えまして、業績的には

かなり安定をしてきました。

先ほど申し上げましたように、ナレッジ・マネジメント

と いうものが一体何であるかがよくわからない人がしゃ

べるわけですから、恐らくこれから我が社がやっている事

柄を並べていくうちに、あるいは皆さんに役立つような事

例があるかということで、選んでいただくのは皆様方、会

員のほうというつもりで、これからお話をしようと思って

います。

その前提として、今言いましたように、少し安定をして

きましたが、JR東日本グループといいますのは、グルー
プ決算ですから大体95社、年によって1社ふえたり減った
りますが、昨年の実績では95社。その営業収入は約2兆
5000億円です。経常利益が1300億円。フリーキャッシュ
フーが1100億円。総従業員が8万9000入ということです。
その中で業態別に見ますと、鉄道部門で上げている収

入というのは約1兆8000億円です。したがって、鉄道
以外の部門、例えばレストラン、ホテル、あるいはキオス

グのように小売業、駅ビルの経営などで上げているのが

約7000億円です。
まず鉄道事業について少し申し上げようと思います。鉄

道の基本は何かといえば、鉄道のプランド名、タマネギの

ようにどんどんむいていきますと、残るブランド名は安全

ということであります。しかも、正確に運行するというこ

とがお客様に対する最大のサービスです。したがって、関

係者全員が雪が降ろうと雨が降ろうと、定時定型で安全に

列車を運行するために、きちんとしたルールが定められて

おります。そのルールを熟知して、それを完全に身につけ

て運行しているというのが普通であります。

しかし、規定とかマニュアルというのはどこの会社もそ

うでありましょうが、それぞれ熟知して守るものではあり

ますけれども、実際にはそれぞれの現場、東北あるいは東

京でも、駅、運転区、保線区によって全部状況は違うわけ

です。さらに、雨が降ったか、晴れているか、雪であるか

という天候によっても違うわけです。したがって、十分条

件を規定とかマニュアルが満たすということはあり得ない

わけです。

そうすると、それを補うものとしてどうするかといいま

すと、個人の経験に基づく知識というものをマニュアルに

付加して、それぞれの個所で融合してつくり上げるという

ことが実は必要です。

鉄道では、事故を起こさないために随分の経験と努力を

しているわけですが、それでも入間の行うことですから、

完全に事故がなくなるということはあり得ません。一つ大

きい事故が起こるということで、よく知られている法則が

あります。これはあるいは皆様方もご存じと思いますが、

八インリッヒの法則といいまして、通常、1対29対300と
います。一つの事故が起こるということの分析をしていき

ますと、中ぐらい、小型の事故が29ぐらい起こっていて、
さらにそれを分析していくと、事故にはならないけれども

何となく事故の芽、兆しみたいなものを感ずるというのが

実例を探しつつ、いろいろなまねをして、ヒヨコのよう

なJRをここまで持ってきたというのが実情であります。
お陰さまで、JRも早くも14年目を迎えております。
いろいろな試行錯誤、小さな失敗をどんどん積み重ねなが

ら、苦しみながらどうやら業績も安定をしてまいりました。

運賃を改定することもなしに、最近、2005年の中期経営構
想を株主の皆様にご提示するというところまで安定してき

たと思っております。

イギリスのサッチャー政権ですと、民営化をしようと考

えたら、すぐ3年後には全株を政府が放出して民営化をして
いただいたのですが、14年たってもまだ、我が社は一部政
府が保有をしている。ご存じかもしれませんが、3公社とい
うのがかつてございました。テムズ川の開発から始まった

と言われるパプリック・コーポレーションの形をとる３公

社、いずれも民営化いたしましたけれども、完全に民営化

をし普通の民間会社になるということを、経営の第一の目

標にしてつくられたのが、実はJRの各社であります。
NTTは政府が株を保有するということになっております。
たばこの会社は半分、政府が保有するということが法律に

書かれてあります。私どもは14年前に、いわゆる実質的に
は破産をしたわけですから、国も幸いに見放してくれまし

て、勝手にしろと言わんばかりに完全民営化ということを

前提にしているわけです。我々もまたそれを前提にして今

一生懸命活動をしています。

私どもの株でいえば、400万株ございましたが、既に300
万株は各世界の方々に放出をし、あと50万株を政府が持っ
いるという形です。

この通常国会に、株を全部放出したときに、完全な民間

会社としていろんな規制を適用除外にする。例えば、資金

調達をしようというときに、去年も実はユー□債を出そう

かと思ったのですが、出すか出さないか迷って、大臣認可

が必要ですので、運輸大臣に認可申請をいたします。そ

うすると、大蔵大臣との共管事項ですから、いいの悪いの

と言って、出してもいいと言ってきたのは、実は2ヵ月後で
した。そのときには金利情勢は全く違っていまして、私ど

もはやめたということになります。

また、金額にして3億円以上の土地`建物を売るときは、
みんな運輸大臣の認可が必要で、さらに大蔵大臣の共管事

項、相談が要るということになりますから、時期を逸する

ことおびただしいわけであります。

そのように、国鉄がつぶれたのは目動車が発達し、ある

いは飛行機が発達し、いろいろ競争条件がかなり整って、

国内交通は競争社会に入ったということによりますが、機

敏にそれに対応する体質をつくるというためにJRをつくっ
たのです。しかし、早くそういう機敏な体制をつくるため

に、いろいろな制限をとらなければいけないということで、

今その法律を通常国会に出していただいて、出すと同時に

残りの株を全部売っていただく。売りますと、今の株です

と株価が下がっているといいますが、JR関係の株というの
は大体平均して安定的であります。今でも60万を超えてい
るわけですから、売出し価格をはるかに超えて維持してい

るわけです。まあ、4000～5000億の金が政府に入る。



持っていたって抵抗するときはするわけですから、別に

関係ないと思うのですけれども、どうも政治の世界とは

なかなか相反するわけです。

今、私どもが見ていて、これから私のやることの一つ

というのは、やはり会社というものをバックに、それを

支えるために、政治と極めて距離を置いた経営というこ

とを考えなければいけないと思っています。国鉄改革、

JRの発足の理念は自分のことは自分でやるという、目主
自立の精神で経営をやるということであると同時に、政

治との決別ということがその中に強く色濃く入っている

ということを、最初に申し述べて、余談ではありますが、

いい機会ですから覚えておいていただければ幸いであり

ます。

ところで、話を300のほうに戻したいと思います。小
さな、事故に至らない現象ということは、実はたくさん

起こるわけです。これは日常の業務の中で現場の社員が

体験することであります。例えば、今でもそうですが、

我が社の社員は乗務をしたときだけではなくて、線路を

自分が横断して歩くときでも、「右よし、左よし」と、

ちゃんと指差喚呼をし、手を添えて行っているはずです。

乗務員も「出発進行」「信号よし」とか「信号青」とか、

きちっと指差喚呼をして動きます。

これは何かというと、人間というのは必ず、皆さん方

も私も24時間の間、寝ているときは別で、起きていると
思っていても意識が欠落をする場合があります。単純な

話、皆さん方が車を運転するときに、ちゃんと前を見て

やっているけれども、気がついたら信号機が目の上に来

ていた。八ッとしたということがあるはずです。

その意識の欠落を防ぐ方法が、実は長年において培わ

れてきた指差喚呼、声を出すということと、動作を合わ

せるということです。「信号よし。出発進行」と言うこ

とによって意識というものが切れないでずっと持続でき

る。これは諸先輩からの世界中の鉄道員の経験がそこに

集約されているわけです。

さっき、ハッとしたら信号機が来たと申し上げました

けれども、実はそういう体験は私どもを含めて、実際に

列車に携わっていると、四六時中そういう経験をするわ

けです。それを私どもは俗称でヒヤリ・ハットと言って

います。つまり、ヒャッとしたとか、ハッとして冷や汗

が流れるヒヤリ・ハット隼というのをつくっていまして

300ぐらいあると一般的に分析され、言われているわけです。
私どもも、300という事象に実は注目をして事故対策とい
うことを行っているわけです。国鉄の時代ですと、国会に

報告をするというので、随分長い歴史を持っていたのです

が、その位置だけをどうするかということで分析をし、国

会に説明をしていたのですが、会社というのは、一つの事

故が起きたらつぶれるかもしれないというくらいの損害を

与えるわけですから、国家機関と違って、それ以上に事故

を起こさないための対策ということに努力をするわけです。

私どもはこの14年間、好況、不況にかかわらず、平均
して約2300億円ずつの投資を毎年行っておりますが、その
うちの約40%、900億円台が安全に対する投資です。ちょっ
と余分なことになりますが、なぜ国家機関というものが非

効率であり、なぜ国家機関というものが鉄道経営になじま

ないか。民営がいいというふうに我々が主張しているかと

いうことに、今の件は実は関係があるわけです。

例えば、安全投資を国鉄時代に4割ぐらい行うといっても、
国家予算では認めてくれないわけです。日本の国家

予算の弊害というものは、すべて数値で判断をいたします

から、そこには因果関係が必要です。これだけの投資を

して、どれだけの安全を確保し、何年でそれを回収できる

かといっても、そんなことはできないわけです。確かに安

全を確保しているからお客様は選んでくれるけれども、そ

れが製造業のように、因果関係として直接、期間計算をし

て力ウントするということはできない。それが鉄道の宿命

であります。

同じことはサービスについても言えるわけです。昔、国

鉄時代によく大蔵省と激しくやり合ったのですが、例えば、

トイレをきれいにしようと。今はお陰さまでかなりきれい

にしましたけれども、トイレをきれいにしよう、これがお

客様を誘致するためであり、鉄道のイメージを上げるため

だといっても、トイレをきれいにして一体それは幾らで回

収できるのかと言われても、こんなものはわからないわけ

です。

そういう判断、数字に乗らない判断という経営決断とい

うことをできないのが、実は国家予算システムです。しか

も鉄道ように、一つの投資を回収するのに5年、10年とか、
長期間かかる。これは日本の国家予算システムには全くな

じみません。国家予算というのは単年度ですから、した

がって単年度の具合、しかも国の懐具合で全部違ってくる。

国鉄時代に非常に我々が困ったのは、好況だから国鉄は

投資をするなという。不況だから投資をしろという。それ

は時によっては、我々の会社の経営とは全く逆さになるこ

となのです。したがって、国家予算主義というのは、民間

で行っている考え方と全く違う原理に基づくわけですから、

私はあらゆる特殊法人、郵貯も何も全部含めて、民間の論

理でやったほうが効率的であり、高度化できるというもの

はすべて民間の企業に移すべきであるという論者でありま

す。

国でやるべきものというのは、ごく限るべきだというの

がもともとの論者であり、そういうことを言うものですか

ら、政府も自民党もなかなか最後の50万株を売ってくれな
い。50万株を持っていると、松田さんを言うことを聞かせ
られるのではないかと思って、錯覚している人がいまして、



争関係が昔からあった。関東の場合には、私鉄も国鉄も

入ってくるものを山手線でみんな受けてしまう。だから並

行路線というのは、東京ではほとんどないのです。京浜急

行と東海道線が並行しているぐらいのものでしょうか。

したがって競争意識というのは、どうしても関西が上です。

その意味では、競争意識の高い関西というのが、経済圏

としてこのくらい沈んでくるのはどうしてかなと、私は今

でも不思議に思っています。これも余計な話ですが・・。

話を戻しまして、サービス向上ということでいきますと、

例えば昨年度でいいますと、大体、お褒め、苦情、あるい

はご提言、おしかりのものが6割ぐらいですが、1年間に2
万1600件ほど、私どものところに寄せられます。もちろ
ん寄せられる苦情は全部社長、会長のところへ即日上がっ

てきます。上がってくるときには、その苦情に対してどう

いう対応をしたか。つまり、これはわからないからも

ちょっと時間をくださいと言ったのか、直ちに行いますと

言ったのか、どういう対応をしたかということをつけてす

ぐはね返ってくる仕組みになっています。取締役会でも2、
3ヵ月に一遍は、こういう苦情がありましたという報告を
することにしております。

おしかり、苦情といっても、すべて利用者からの経営に

対する提案なのです。そういうとらえ方をして、これをバ

ネにしてサービスを向上しようと。これも全社的にサッと

行き渡るような組織化を既に終わっております。

技術開発、技術導入ということにも、私どもは当然力を

入れているわけであります。鉄道というのは交通業ですけ

れども、私はその実態は、流通業というよりも技術産業で

あるというふうに考えております。しかもその技術という

のは、突然、新技術が出て大きくシステムを変えるという

こともあります。例えば新幹線なども、戦前から蒸気機関

車で200キロを出して、200キロで東京～大阪間を結ぼう
という構想があって、戦争の結果、途中で中断したのです

が、丹那トンネルはそのために半分まで掘られていた。蒸

気機関車で200キロを出そうといった機関車の原型は、今
イギリスのヨークの博物館にあります。それを実現したの

が満鉄のアジア号であるということになります。

実は新幹線というのも、そういった鉄道員も鉄道も営々

と培ってきた技術は、幸か不幸か、我々にとって幸いと

言っていいでしょう。敗戦になって軍隊がなくなりました。

海軍航空技術将校が全部余ったわけです。その海軍航空技

術将校の持っている海軍航空技術と鉄道の技術がミックス

してできたのが実は新幹線であります。そういう長い歴史

を持っていますが、いずれにしても、そういう形で突然、

新技術が出て物事を変えていくというのは、そんなに多く

ありません。

大体私どもの見ているところ、鉄道の技術の約8割は、
日常の業務から出てきます改良・改善の積み上げでありま

す。私どもは鉄道の技術というのは、集積工学だというふ

うに言っております。現場で一つずつの二一ズが出て、そ

れに対応が出て、それが積み上がっていったときに、大き

く全体のシステムが変わっていく。それが鉄道の特徴的な

技術であります。したがって、現場第一線の技術開発とい

ヒヤリ・ハットということを行ったことによって、その現

場はマニュアル以外に、もっと標識をこちら側に向けなけ

ればいけないとか、立てなければいけないとか、ブレーキ

のかけ方を変えなければいけないとか、いろんな事柄をマ

ニュアルに溶かし込んでいくわけです。

もちろん、マニュアル全体を変えるというわけにいきま

せんから、平均値になります。その場合には本社なり支社

なりと議論をして、そこの承認を得て、その場所はいいと

いう形で、ずっと積み重ねていくことにしております。

そういった個入、個入が受けるヒヤリ・八ットの情報と

いうのは、全社員に直ちに水平に横に展開をいたします。

そして、入の経験というものを見て、自分たちもそういう

ものを必ず経験するわけですから、それを具体化するとい

うことに努力をしなさいということで、そういった動きと

いうものを、安全運動の底辺に持っています。設備投資だ

けでは安全は絶対に守れないわけでして、やはり基本はそ

れに携わる入間をどれだけ猛訓練するかということと、ど

れだけ豊かな経験を持たせるかということが、我々の鉄道

事業においては必要だからであります。

私どもはそれをチャレンジセーフティー運動と称しまし

て、JRになりましてからずっと、個人個入でそれを考える。

あるいは職場単位で考えるという形で、その考えた結果と

いうものを、直ちに全社に普及するというふうにやってい

るわけです。お陰さまで普及する、横に展開する、水平展

開するというほうは、昔から、どちらかといえば悪口のほ

うで言われますように、国鉄一家という言葉があります。

横に情報をサッと伝えるということは、かなり昔から伝統

的にでき上がっている組織ですから、比較的容易でありま

すが、それでもそのことに非常に努力をしているわけです。

さらに、こういう事柄というのは、運転の事故問題だけ

ではありませんで、サービスであるとか、いろんな事柄に

すべてかかわってくる問題です。サービスの向上というこ

とが非常に我が社においても大変なことでして、昔は乗せ

てやろう式の、親方日の丸式の国鉄でしたから、サービス

はあまりいらなかったと言われていますが、JRになりまし

てから急速に、非常にサービスが良くなったというお褒め

の言葉をいただいています。ただし、それは昔があまりひ

どかったからでして、縦に見たとき、時系列的に見たとき

にそう言われるので、ほかのデパートさんとか飛行機会社

など、いろんなところと比べるとまだまだ圧倒的にサービ

スが悪いと我々は自覚をしております。

ことしは、我が国の中で一番サービスのいい状態に持って

いこうという合言葉をつくって、始めたところです。

ＪＲの中でも、皆さんあちこちお乗りになっているで

しょうが、私が見ても一番いいのは、やはりJR西日本です。

そこと比べてもまだ東日本は劣るなというふうに、正月に

全社員に向けて、こういうことこそまねをしたり、競争し

たりすべきなので、負けてはいけないと言いましたが、大

体、鉄道でも新しいことをやるというのは、実は国鉄時代

でも、その前の鉄道省の時代でも関西でした。

快速をつくり、特急料金を取らずに一気に高速化すると

いうサービスをしたのもそうです。なぜなら、関西はみん

な私鉄と並行線になっているからです。だから既に競争



車両メーカーだけにお願いしていたのでは、なかなか技術

が進歩しません。

今何をやっているかというと、常につくるときにメンテ

ナンスを考えたつくり方をする。これが必要でありまして、

そのために自分のところで車両会社を持ってつくっていく

ということでないといけないと思っています。

私どもは人件費が今はまだ非常に高いです。国鉄時代の

職員を全部引き受けていますからレベルが高いのですが、

それでも、その人件費を賄っても一般の車両工場にお願い

すると、同じ程度のコストまで下がってきたわけです。あ

と5年ぐらいで、普通の車両工場にお願いする4割減ぐらい
のコストで車両ができないかということを今、その車両工

場を中心に勉強しています。恐らく実現すると思います。

そういうふうに、意欲づけをしていくという意味でも、一

部を目分で持たなければいけないと思っています。

今はやりのlSOの9000ですとか、そういうものもどんど
ん取得を行っております。あるいは、技術陣営の意欲とい

うものを向上するために、先ほどの380件、特許とか工業
所有権を取って、ほかの鉄道、海外、あるいはほかの民間

会社で、その特許を欲しい、あるいは使って商品を売りた

いという場合には、積極的にご利用いただくことを今考え

ていまして、やっていただいております。

その場合には、最初の発明者に対して10年間にわたって当
社に入った経費の6%を個人還元するというやり方を取っ
ております。94%会社に入ればいいので、あとの6%は最
初の発想者に、それが個入であるかグループであるかを問

わず、10年間にわたって収益を個入還元するということを
やっております。

この間も、ある現場から電話がかかってきまして、「会

長、今度、東京に行ったらいかなるおいしいところでも、

おごってあげますから言ってください」と、全然知らない

のですけれども、「どうしたんだ」と言ったら、「還元を

いただいて200万ほど入りました」と威張っていました
(笑)。そういう形がだんだん定着していくというのは、日
常の中から技術革新というものの意欲が盛り上がってくる

ために大切だと思っています。

さらに小集団ですとか、今の提案活動ですとか、いろん

なことをまとめて、金額的に年間どのぐらいになっている

かというと、大変難しゅうございます。しかしこの間、

というのを、私どもは非常に大切にしております。

JRになってから、特許、工業所有権というのは、技術
研究所はJRになるときに1力所にまとめましたから、
当社は技術研究所を来年、独自のものをつくろうと思っ

ていますが、持っていないわけです。それでも特許ですと

か工業所有権は、約380件に達しています。これらは常
に現場の技術意欲と、それに対応する人を育てるという

ことによって、技術産業として世界トップの鉄道の位置

づけを守っているということが言えると思います。

人を育てるために、海外鉄道との技術交流はもちろん

ですし、あるいは国内も海外も数十人の社員を各大学、あ

るいは研究所に派遣をしております。各種のシンポジウ

ムも行っていますし、各大学への寄付講座等もMlTを
はじめとして行っています。ただ、最近ようやくこれがや

りやすくなってきたということであります。

日本を悪くした戦後最大のものは何か一つ挙げよと言

われれば、私はマルクス主義だと思います。政治も経営者

も、学者は特に、しかも小中学生、高校生の先生はみんな

と言ってもいいでしょう。マルクス主義に偏ってみんな

左がかっておかしくなった。それが非常におかしいと思

います。例えば、最近は楽だけれども、つい10年前まで
は、大学に寄付講座をつくろうというと、産学共同は嫌だ

といって、大学の先生方はろくな研究もしないくせに大

反対した大学が、国立大学の相当部分であったという事

実を我々は今、頭から離すべきではない。

その人たちが今知らんふりをして、まだ生徒を教えて

いるに至っては、私は教育改革というのは先生の首切り

からやるべきだと、この間言って怒られたのですが、経済

学部なんていうのは役にも立たないマル系の先生をまだ

抱えて、あんなのは考古学博物館か歴史館にやってしま

えと言ったのですが、そういうところが日本はまだ割り

切らない。個人の業績を追及しろとは言いませんけれど

も、割り切ってきちっとしないと、社会は変わらないと私

は思っています。

したがって、昔、経済学部の教授だったという人の意見

は、私は全く聞くつもりがない。私が読んだ本も大体経済

学部の教授が書いていますから、ろくなことは書いてい

ないという先入観があって、皆さんのせっかくのナレッ

ジ・マネジメントというのもが、よくわかっていないのだ

ということにもなるのかもしれません。

ところで、集積工学の中で現場が大切だと申し上げま

したが、どうやって現場人の意欲を持ち上げるか。それと

同時に、そのことをどうやって全社員に知らせるか。この

二つが私どもの中で最も大切であります。例えば、どこで

もやっておられますでしょうが、いろいろ外へ出したり、

各大学に派遣をするというようなことだけではなくて、

1999年度(昨年度)の提案活動で言いますと、今は提
案活動が少なくなっている企業があると聞いていますが、

私どもは1年間に66万9000件もあります。さらに
小集団活動も約4万人が参加してやっています。
実は車両工場を新津に持っています。今の皆さんが使っ

ている201Kという山手線の車両のうち、250両はそこでつ
くっているわけです。自分でつくって車両メーカーをみん

な倒して独占しようというのではなくて、つくらなければ

自分のところにノウハウがたまらないからです。



やっているのでは、できないわけですから、当然、繰り返

し、繰り返し、いつ起こるかもしれないという事態に備え

て、猛訓練をする必要があるわけです。

昔、国分寺に大きな研修所を持っていましたが、借金の

力夕に取られてしまったものですから、新たに新白河とい

う松平定信公の風光明媚なところがあります。そこに農林

省の牧場がもういらなくなったというので、50万平米ほど
の土地を購入いたしまして、昨年4月に、平均して1200名
が宿泊して訓練できる施設をつくりました。

施設といいましても、乗務員ですと、航空のパイロット

をつくるような仕組みというものを持っていまして、コン

ピュータグラフィックで、列車運行していったときに異常

が起こった。例えば踏み切りでトラックとぶつかった。こ

れは私もやりましたけれども、実際にドキッとするような、

すごい音がするんです。ぶつかったところからが実は勝負

でありまして、直ちにほかの対向列車をとめるために、自

動的に指が動いて、防護無線を発信して対向列車をとめ、

車掌と連絡し、お客様のけがはどの程度かということを調

べ、原因はどうかということを調べるという一連のことが、

とっさの5分間にできないとだめなのです。
もし機会があればご案内しますから、いつでも行って

みてください。日本の普通の訓練設備の中でも、これは電

気であろうと、施設であろうと、営業のサービスであろう

と、あらゆる面でかなり最新鋭の設備を入れ、猛訓練をし

ている設備です。

私の希望としましては、1日も早くこれに国際鉄道大学
を併設したいと思っています。私はUIC(国際鉄道連合会)
という、大体100力国の人と、150の鉄道の参加している
組織の副会長をしていまして、そこのヨーロッパを除いた

アジア、アメリ力地区のコミッションの議長をやっており

ますが、その中で見ましても、これからは鉄道の時代であ

るというふうに思っています。

いずれも困っているのが、国の政策が鉄道のほうへ目を

向けてこないということと、人の養成ができないというこ

とであります。実は4月にでぎて、5月には世界30力国の
大臣を含めてトップを集めて国際会議をこの学園でやった

のですが、先月ロンドンで会いましたら、彼らが言うのに

は、早く大学をつくってくれと。日本から一番欲しいのは

新幹線と白河の学園であるようなことを言っているくらい、

各国非常に困っています。もちろん、文部省認可なんてい

うくだらないことはやらないで、国際鉄道大学校というの

をつくろうと思っています。ここで、やはりこの学園にか

なりの技術も事務もマネジメントも含めて情報を集積し、

それを社員にどんどん教えていくという機能を併設してい

るわけです。

その学園をつくった後に、実は今年度末にJR東日本開
発センターという技術センターを、大宮に開設をするつも

りで今やっております。なぜかといいますと、私は一つだ

け国鉄改革をやって間違ったというふうに思っているのは、

実は九電力の分割を一つの参考にしたのです。発送電を九

つに分けるときに、技術研究所は一つ、中央技術研究所だ

け置いて、そこだけ置けばいいというふうにした。

私どもも国立にある総合技術研究所をみんなで使えば

計算をさせまして、最低でも毎年80億円くらいが、多くの
場合は経費節減という形で出てきているだろうというふう

に言われてきております。毎年80億というのは、規模も大
きいですが、大きな金額であります。経営として特に意図

してないお金ですから、なおありがたいわけです。

そういうことがあって、3年前には私どもの会社のメン
テナンスコストというのは、毎年、約2700億円使ってい
たのですけれども、昨年は2300億円です。先ほど中期計
画を発表したと申しましたが、2005年には確実にこれが
2000億円まで縮小するであろうというふうに思っていま
す。

鉄道というのは、一気に合理化とかメンテナンスの高度

化などができるわけではありません。ジリジリとそういう

形で持っていく体質の企業ですし、それが集積工学と言わ

れるものの本質であります。

ごく小さな例ですが、具体的にどんなことが行われてい

るのかといいますと、今、雪が降っています。ことしは特

に雪が多くて大変ご迷惑もかけていますが、沿線に3メー
トル以上雪が積もりますと除雪車が使えないのです。ス

ノーケルでワッと行くのが、雪の壁にぶつかって、雪が重

なった上をシャベルで全部、人海戦術で取り除かなければ

いけない。あるいは沿線の木が折れてくるとか、いろんな

ことでご迷惑をかけましたが、大体落ちついてきたと思い

ます。

我々が雪の地帯で一番困っているのは、大きな駅ですと

人手もありますが、小さな駅の駅舎あるいはホームの屋根

をどう守るかということです。当然、人が少ないですから、

しょっちゅう屋根に上がって雪を下ろすわけにいかない。

何メートルか屋根に積もったのでは、過重でつぶれてしま

う。どうしたらいいかというのが非常に苦しいのですが、

雪の地帯についてのコンペ方式を行いまして、どこの個所、

どこの現場でもいいから、どうしたらいいかというのを応

募されたい、ということでやりました。

大変おもしろい結果が出ております。今までと違って非

常に安い構造で、しかも強度が良くて、雪が落ちるような

仕組みができてきました。それを雪ネットいうインター

ネットのうちのホームページに載せて、社内にワッと展開

をしましたら、さらにそれよりもっといいのがあるという

のが寄せられて、次々新しいものに発展していく。そうい

う増幅作業というのが企業の中では非常に大切なのだと

思っています。

さらに、私どもは鉄道を維持するというのは、言葉を換

えて言えば、人間をどうやって教育をし、訓練をするかと

いうことであって、昔、軍隊で我々が子供のころに「月月

火水木金金」と言いましたけれども、猛訓練以外にないの

です。鉄道というのは、平常で動いているときには、そん

なに人を要しない。決まりぎったことをやっていればいい

のです。しかし一旦、異常が起こったときに、それにサッ

と対応できるかどうかというのが、鉄道人の教育の問題で

あります。

現場職員の人生の中で、毎年起こってくるとは限りませ

ん。雪は毎年ですけれども、何十年に一遍、突然起こって

くる。そのときにいちいちマニュアルを見て思い出して



ことに結ぴついたわけです。

ですから、かなり気は長いようであって着実な技術の集

積が我が社の中にも行われているということの例であろう

と思います。

さらに、これを実用化するのにプラスになりましたのが、

10年くらい前にびゅうカードという八ウスカードをつくり
ました。これは私がやったのですが、大変苦労しまして、3
回くらいやめるか進めるかの判断に迷いつつ、ようやく今

日花を開きました。びゅうカードというのはVlSAと提携を
して、VISAを持っていても我が社では使えないけれども、
ぴゅうを持っていれば世界中使えるというふうになったわ

けです。これと今のICカードを一緒にしますと、すばらし
いことになりますし、そこまでやっと自信がついてまいり

ましたので、今システムを新たに構築して、必要とされる

皆様のお持ちのカードであれば、我が社の売店であろうと、

駅であろうと、ホテルであろうと、95社の範囲全部使える
システムにことしの夏くらいには切り替えるということに

なります。

ですから、ほかのカードをお持ちでも、そのカードの親

会社が我が社と契約をなさるのであれば自由に使える。

オープン方式に持っていこうというふうに思っています。

ただ、それをやらなかったのは、八ウスカードとして育て

て、ある程度の価値が出るというところまで育ててからで

なければ、ほかのカード会社に巻き込まれてしまいますか

ら、ようやく170万の方がこのびゅうカードをお使いになる
ところまで来ましたから、対等ないろいろな政策が展開で

きるということだと思っております。

先ほどのlC技術、サイバネティックスの技術というのが
結びついて、来年からようやくおもしろいことができるだ

ろうというふうに思っているわけです。鉄道についてはそ

ういうことが言えますが、今一番力を入れてノウ八ウの集

積、あるいは取得に努めているというのは、実は鉄道以外

の分野です。武家の商法と言われましたけれども、まさに

そのとおりでありまして、ただ、その中でも20～30年の歴
史を既に持っているというのは、ホテル、レストラン、変

わったところでは病院経営あるいはオフィス、こういうと

ころはかなり経営のノウ八ウが蓄積していますが、鉄道以

外の分野で、ほかの民間会社でやっていることを追いかけ

るということについては、かなりノウ八ウが蓄積している

ということに過ぎないわけです。

例えばコンビニというのは今、東京周辺に200カ所ほどつ
くっておりますが、坪当たりの売上は、実はひとり勝ちし

ているセブンーイレブンを上回る業績を上げております。

ただ、利益率が少ないのは、余剰人員を2万人くらい持って
いますから、普通ですとアルバイトか何かで200～300万の
人がやるべきところを、850万の社員がやっているわけです
から、その人件費はイトーヨーカ堂さんに比べると、圧倒

的に利益率は少ないのですが、この人たちは毎年、この10
年間で3万5000人退職していきますから、ようやく間に合っ
たという感じがしています。

毎年、3500人ずつ確実に退職をし、毎年1400人ずつ確実
に計算的に採っていますから、2000人以上

いいと考えて、そこへ置いて一定の各会社の収入の0.035

分は必ずそこに入れるということでやっているのですが、

実は鉄道というのは、日常触れ合っていないと、8割はそ

こから出てくるものですから、触れ合っていないといけな

い。そこで大きな風洞研究とか、そういうことはやっても

らいますけれども、やっぱり発生源を自分で'持たなけれ

ばいけない。ちょうど今、東京電力、関西電力はじめ、全

部電力会社もそれぞれ研究所をお持ちになったと同じ現象

が今、鉄道でも起こりつつあって、私もこれだけは読みき

れなかったと思っております。ただ、それをつくることに

よって、もっと鉄道の高度化が進歩するだろうと思ってい

るわけです。

もう一つ、最近の大きな話題を申し上げます。一つはあ

まりお聞きにならないかもしれませんが、Suicaの実用化

ということです。食べるスイカではありません。今、皆さ

ん方が定期券をお使いになるときに、定期入れから定期券

を取って目動出札機に入れていただきます。あれをなくし

てしまおうということです。来年の今ごろには確実に皆さ

ん方は違う定期券をお持ちになっているはずであります。

それがSuicaです。

Suicaというのは、実はlCカードでして、最初は定期券

と切符の中のイオカードを一緒にしてしまおうと思ってい

ます。来年はそれでスタートをしたい。そうすると、定期

入れのまま、定期券は通す必要がありません。女性であれ

ば、定期券の入っている八ンドバックをポンと触れていた

だけば、そのままスッと通れるという設備になります。非

常に処理も速いし便利になります。それぞれのロ座から引

き落としてきますから当然、精算業務が要りません。

これを来年の今ごろまでに実用化いたします。むしろ来

年の今ごろは我が社の定期をお持ちの方は全部それに切り

替えていたたくということで準備をしているわけです。し

かも、このカードは将来、どこまで発展するかというくら

いおもしろいことになります。その2、3年後、あるいは1

年後か2年後か、セキュリティの問題をどうするかという

のを今やっていますが、一般のクレジットとか電子マネー

をICカードに入れてしまおうと思っています。そうします

と、東日本の管内ですと、列車を使おうと、ホテルを使お

うと、駅の中の売店を使おうと、弘済会で新聞1枚買おう

と、現金は一銭もいらないという時代を、2、3年後に我々

は実現させようと思っています。

これが全国的にいけば、まさに本当の日本のキャッシュ

レスの時代が来て、これはアメリ力でもまだ実現できてい

ないものが、日本で実現できることになるだろうと思って

います。先般、モトローラがケチをつけてきて、アメリ力

というのは恐ろしい国です。すぐケチをつけてきて、企画

庁のなんとか審議会にかかって、モトローラの言い分は全

くいわれなしということで、はねつけることができました

から公明正大にやれますが、いずれにしても、なぜそうい

うところまで我が社が行けるかというと、実は国鉄時代か

らサイバネティックスというものの技術において、鉄道は

トップクラスの地位を占めていたわけです。その営々とし

た技術というものが、JRになっても絶やさずに続けてきた

結果が、今の世界で最先端を行くlCカードの実用化という



を普及しようと思いまして、3大レンタカーにお願いをした
わけです。皆さんのところで関係のある人がいるかもしれ

ませんのでご容赦を願いたいのですが、3大レンタカーとい
えば、トヨタ、日産、ジャパンです。当時、1日1万5000円
です。正確には1万4800円。
あれだけ湯水のごとく自動車を輸出している国、アメリ

力と貿易摩擦を起こして、すべてのことがだめになった国、

すべての価格破壊に引きずりこんだ国で、アメリ力はレン

タカーは3000円です。ヨーロッパは国によって違いますが
5000円です。何で1万5000円なのかと思いまして、お願い
したのですが、嫌だというものですから、ついに意を決し

て私も3大レンタカーを倒してレンタカー王になろうと思い
まして、本当はそんな趣味

はなかったのですが、一気に6800円で売り出しました。
当然のことながら、我が駅のレンタカー6800円、隣は1万

5000円ですから、倍々ゲームでこちらが売れます。もうあ
と2年ぐらい向こうが1万5000円の旗を下ろさなければ、間
違いなくきょうこの席で、私はレンタカー王でありますと

言ったはずですが、とうとう3社とも頭を下げてきたので、
別にレンタカー王になろうとは思いませんから、それでは

一緒にやりましょうという

ことになりました。トヨタは車を貸さないとか、随分意地

悪されました。いらないとかといって頑張ったのですが、

それでも今は全国のレンタカーが5000円になっています。
したがって、必要なところだけ乗っていただいて、行動範

囲を広げて楽しんでいただくということが今できてきてい

るわけです。

最後に一言申し上げておきますと、きょうの議題には直

接関係ないと思って言いませんでしたが、今一番我々が関

心を持たなければいけないのは、C02対策です。前の東北大
の総長の西澤さんが、今のままいけば人類は80年後に一人
もいなくなるということを言われているのは事実です。機

会があればぜひウィーンに行かれて、ウィーンで音楽を聞

くのではなくて、ウィーンの森を歩いてください。あの美

しい森が、不気味なくらい立ち枯れになっています。現実

にどこの国の問題というのではなくて、人類の問題になっ

ています。

我々は絶対にC02の発生源を少しでも抑えていくというこ
とが必要になっている。今まであまり言わなかったのは、

鉄道屋が言うとどうも自動車を、なんて言われますから、

でもそんなことじゃないよ、というのを最後につけ加えて

おきたいと思います。

雑駁なお話をさせていただきましたけれども、実は私も

この学会に非常に関心を持っておりまして、やはり私はノ

ウ八ウというのは、常に人材育成を基盤として、苦労しな

がら身につけていくものというふうに考えています。

したがって、その実例をたくさん皆さんのところでもお持

ち寄りいただきまして、ぜひ願わくば、ナレッジ・マネジ

メントを学者の世界から実業の世界に取り戻していただき

たい。こういうふうにお願いをして、素人が勝手なことを

言っているとおしかりをいただくのを承知のうえで、私の

話を終わらせていただきます。ありがとうございました。

がどんどんやめていく。人件費にして大体毎年、150億～

170億円ずつ確実にこの10年間落ちていくわけです。そう

いう形ですから、いずれそれも利益に転換すると思います。

ただ、問題は人のやっていないことをどうやってやる

かというのでないと、事業としては発展性もないし、おも

しろくもないと思っています。そのための人材育成とか、

データバンクであるとか、情報などが、非常に今私どもの

ところに欠けているし、それを一生懸命蓄積しようという

ふうに思っているわけです。

例えば、新しいところで何をやっているかというと、こ

れは日本を見習ったのではなくて、実は外国のいろんな鉄

道に乗ったり、旅をしたりしている中から、やっぱりこう

いうふうにやらなければいけないかなと思ったことがあっ

てやったことは、ある程度成功はしています。例えばここ

5年くらい、新しい旅をということで提案をして、我が社

は一生懸命売り出しております。

一つは、国内の旅行が非常に高いのです。皆さんが家族

で田舎のホテルに行かれても、10万ぐらいはすぐ1日で

吹っ飛んでしまう。これではどうしようもありませんとい

うので、みんな海外に行く。昨年は1630万人も海外に行き

ました。外国人は、日本は高いから来ないのです。去年、

全世界からお見えになったのはたった440万人です。これ

では日本を知ってもらおうといっても意味がありません。

もう一つは、やはり若い人たちといろいろ議論をしてい

て、日本は明らかに価値観が乱れてきている。その価値観

の乱れというものの一つの大きな要素は、家庭が乱れてい

るということだというふうに我々も思っております。それ

は女性が働きに出たからです。子供を放ったらかしにし、

子供と一緒の時間が少なくなった。これを何とかしよう

じゃないかというプロジェクトを起こして、実は東北一円

に19カ所、一人5000円、家族4人で2万円以下、連泊をすれ

ば一人4500円、もう1泊すれば4300円というふうに下がっ

ていく方式で、ちょうどイギリスのB&B、あるいはドイツ、

フランスのグランドスラムみたいな、ああいう思想を取り

込んでつくろうじゃないかというので、実は19カ所ほどつ

くってあります。ファミリーオとか、フォルクロー□とか

いっていますが、これは大好評であります。

できれば家族ぐるみで、今はお年寄りも多いのですが、

家族ぐるみで行って、家族で子供とおやじが一緒になって

生活する時間を持たせたい。これだけではだめでして、そ

れがやはり3連休化をやりましょうという呼びかけにつな

がっていったわけです。有給休暇をとっただけでは、おや

じが粗大ゴミになるだけでして、子供が予備校に行ってい

ては意味がありません。家族ぐるみというのには3連休を

やっていく必要がある。

アメリカは10日の祝日のうち6日はそういうことにして

います。日本は古風ですから、まだまだそれができない。

たった2日ですけれども、これを何とかもう少し広げるの

にご協力を賜りたいと思います。

三つ目は、新しい旅をするのに、宿をつくっただけでは

だめなので、環境問題も絡めてレンタカーを普及しようと

いうふうに考えました。4年前くらいですか、レンタカー



この後、部会の編成は現状のままでよいのか各出席者から意見が述べられ、

以下のとおり方針が決定しました。

参加入数の減少した第１研究部会と第２研究部会は合同して、当面は第1・第2合同研究部会とし
て運営することになりました。また、内部にいくつかの分科会を設ける予定です。

第３部会には分科会として八一マンモデル研究会、企業心理研究会を新設します。

第４研究部会は、新たに師岡孝次(東海大学名誉教授)先生を座長に迎え、病院のナレッジシェア
リングとリスクマネジメントを研究することとなりました。

第５研究部会は現状維持とします。

また、新規研究部会の検討が行われ、第６及び第７研究部会を設けることになりました。第６研究部
会はナレッジマネジメントソフトの研究と情報システムの開発。第７研究部会は地方目治体へのナ
レッジマネジメントの導入を研究する予定です。

(事務局: 森田隆夫)

研究部会の現状と今後

２００１年３月２１日に研究部会の座長会議が開催されました。
まず、森田理事長より研究部会の現状について以下のとおり説明がありました。

第１研究部会 主としてナレツジマネジメントの理論研究

第２研究部会 企業のナレツジマネジメント導入実例に関する
ケーススタディ研究部会

第３研究部会 シニアナレッジワーカー研究部会

第４研究部会 リスクマネジメントに関するKMの研究部会

第５研究部会 MAKE (Most Admired Knowledge Enterprises):
最も賞賛される知識企業)に関する研究部会



有効回収数 合計132名
KM学会会員/コンサルタントなど有識者 103名
lR協議会会員社 29名

回収率
KM学会会員/コンサルタントなど有識者 16.6% (依頼619)
lR協議会会員社 6.8% (依頼428)

１． 総合ランキンク 得票順
基準1 基準2 基準3 基準4 基準5 基準6 基準7 基準8

得票 総合 企業文化 トップマネ ナレッジ基盤 知的資本 共有環境 継続的学習 顧客関連の 株主価値の
順位 回答企業名 件数 平均点 の確立 ジメント支援 開発能力 価値最大化 の効果的創出 の企業文化 ナレッジM ナレッジM

１ 富士ゼロックス 44 7.70 8.07 8.59 7.66 7.26 7.80 7.57 7.89 6,74
２ 花王 41   ７.98 8.10 8.71 8.20 7.85 7.95 7.66 7.93 7,44
３ アサヒビール 36       7.20 7.39 8.03 7.31 6.74 7.36 6.83 7.43     6,54 
４ エーザイ 26    7.62 7.92 9.08 7.38 7,62 7.50 7,88 7.04 6,54
５ ソニー 25       8.16       8.44         8.00  8.76              8.20           7.91 7.72            7.88 8,38
5 日本IBM６ 21       7.88       7.95         8.19 7.95              7.95           7.90 7.90            8.O0            7.14
７ 富士通 17       7.79       7.94         8.29 8,12              7.59           8.24 7.18            8.06             6.94
８ トヨタ自動車 12       8.03       8.75         8.18 7.83              7.42           7.82 7.92           8.42             7,91    
９ アクセンチュア 11       7.61       8.27         7.73 7.73 7.73 8.00 6.55            7.73             7.18
１０ 日本総合研究所 9        8.11       8.67         8.56 8.33              8.33 8.33 8.00            7.89             6.78 
１０ リクルート 9        8.11       8.67         8.56 8.33              8.33 8.33 8.00            7.89             6.78
１０ リコー 9        7.85       8.21         7.95 8.06              7.76           8.01 7.51            7.88             7.19

延べ回答件数： ２６０件

ＭＡＫＥ-ＪＡＰＡＮ調査結果

回収状況

２． 総合ランキンク 評価順
基準1 基準2 基準3 基準4 基準5 基準6 基準7 基準8

総合 企業文化 トップマネ ナレッジ基盤 知的資本 共有環境 継続的学習 顧客関連の 株主価値の
順位 回答企業名 件数 平均点 の確立 ジメント支援 開発能力 価値最大化 の効果的創出 の企業文化 ナレッジM ナレッジM
１ ソニー 25     8.16        8.44            8.00              8.76       8.20           7.91   7.72           7.88                8.38  
２ 花王 41     7.98        8.10            8.71              8.20       7.85           7.95   7.66           7.93 7.44   
３ 日本IBM 21     7.88        7.95            8.19              7.95    7.95 7.90    7.90 8.00   7.14          
４ 富士通 17     7.79        7.94            8.29              8.12       7.59           8.24 7.18           8.06 6.94 
５ 富士ゼロッグス 44     7.70         8.07           8.59 7.66            7.26           7.80    7.57           7.89 6.74 
６ エーザイ 26      7.62        7.92            9.08              7.38      7.62           7.50                 7.88           7.04   6.54 
７ アサヒビール 36      7.20        7.39            8.03              7.31      6.74           7.36                 6.83           7.43 6.54 



基準５ 共有環境の効果的創出

1 富士通 17 8.24
2 花王 41 7.95
3 ソニー 25 7.91
4 日本IBM 21 7.90
5 富±ゼロックス 44 7.80
6 工一ザイ 26 7.50
7 アサヒビール 36 7.36

基準６ 継続的学習の企業文化

1 日本IBM 21 7.90
2 工一ザ 26 7.88
3 ソニー 25 7.72
4 花王 41 7.66
5 富±ゼロックス 44 7.57
6 富士通 17 7.18
7 アサヒビール 36 6.83

基準７ 感客関連のナレッジマネジメント

1 富士通 17 8.06
2 日本IBM 21 8.00
3 花王 41 7.93
4 富±ゼロックス 44 7.89
5 ソニー 25 7.88
6 アサヒビール 36 7.43
7 工一ザイ 26 7.04

基準８ 株式価値のナレッジマネジメント

1 ソニー 25 838
2 花王 41 7.44
3 日本IBM 21 7.14
4 富士通 17 694
5 富士ゼロックス 44 6.74
6 アサヒビール 36 6.54
7 工一ザイ 26 6.54

３.各基準分野別順位表 ＊ノミネート基準10%以上の7社について

基準１ 企業文化の確立

1 ソニー 25 8.44
2 花王 41 8.10
3 富±ゼロックス 44 8.07
4 日本IBM 21 7.95
5 富士通 17 7.94
6 工一ザイ 26 7.92
7 アサヒビール 36 7.39

基準２ トップマネジメント支援

1 工一ザイ 26 9.08
2 花王 21 8.71
3 富±ゼロックス 44 8.59
4 富士通 17 18.29
5 日本IBM 21 8.19
6 アサヒビール 36 8.03
7 ソニー 25 8.00 

基準３ ナレッジ基盤開発能力

1 ソニー 25 8.76
2 花王 41 8.20
3 富士通 17 8.12
4 日本IBM 21 7.95
5 富士ゼロックス 44 7.66
6 エーザイ 26 7.38
7 アサヒビール 36 7.31

基準４ 知的資本価値最大化

1 ソニー 25 8.20
2 日本IBM 21 7.95
3 花王 41 7.85
4 工一ザイ 26 7.62
5 富士通 17 7,59
6 富±ゼロックス 44 7.26
7 アサヒビール 36 6,74



KM関連図書のご案内（第８回）

１．ナレッジマネジメントが見る見るわかる

サンマーク出版大浦勇三 2000年12月
●ナレッジマネジメントをわかりやすく理解できるように図解を中心に解説した入門書である。

２．リクルートのナレッジマネジメント

日経BP社原健二・伊原智生 2000年11月
●リクルート社におけるナレッジマネジメントの実践を具体的に紹介しており、ナレッジマネジメ
ントの導入を考えている経営者、管理者には参考となる文脈である。

３．中堅社員のためのナレッジ活用法

工業調査会ナレッジ・コラボレーション研究会
2001年3月

●中堅社員が情報共有から知識創造へとナレッジマネジメント展開する場合の実践の
ヒントを例示した実践書である。

４．ナレッジ・マネジメント

ハーバード・ビジネス・レビュー編集部ダイヤモンド社
2001年1月

●「ハーバード?ビジネス・レビュー」に掲載された論文を集めたもので、知的財産の創造と共有
がもたらす競争優位を明らかにしている。

５．ブランド資産入門

田中敏行多賀出版 2000年10月
●ブランド・エクイティとして注目されるブランドの会計処理を体系的に論じている。



■理事

阿片 公夫 (㈱NEC総研社長)

生田 哲郎 (生田・名越法律特許事務所弁護士)

石崎 忠司 (中央大学商学部教授)

一柳 良雄 (㈱一柳アソシエイツ代表取締役社長)
石川 昭 (青山学院大学大学院教授) 

伊藤 進一郎 (住友電気工業㈱専務取締役)

岩本 繁 (朝日監査法人理事長）

上野 守生 (亜細亜証券印刷㈱社長)

内田 和也 (ボストン・コンサルティング・グルーフ創社長)

大久保 寛司 (日本アイ・ビー・エム㈱MQD推進担当)

岡本 正秋 (㈱MPC代表取締役)

尾原 重男 (㈱三菱総合研究所常務取締役)

加護野 忠男 (神戸大学経営学部教授)

木川田 一榮 (富士ゼロックス㈱知識デザイン開発担当部長)

国領 二郎 (慶応義塾大学大学院経営管理研究科助教授)

堤 健一郎 (かんき出版㈱代表取締役社長) 
中村 高 (㈱リコー取締役)

住田 笛雄 (センチュリー監査法人代表社員)

高橋 均 (㈱NTTメディアスコープ代表取締役社長)

田坂 広志 (㈱日本総合研究所取締役)

谷口 恒明 (働社会経済生産性本部産業経済開発本部本部長)

徳谷 昌勇 (成践大学経済学部教授)

福沢 進 (日本電信電話㈱理事・経理部長)

村田 守弘 (ペッカー・マッケンジーパートナー)

矢澤 洋一 (日本経済新聞社事業局総務)

山田 英夫 (早稲田大学アジア太平洋研究センター教授)

■評議員

石井 威望 (東京大学名誉教授) 
大森 康彦 (㈱ディアイエス取締役会長) 
小原 暉章 ((株精報通信総合研究所社長) 

唐津 一 (東海大学開発技術研究所教授)

カール・ベッカー(京都大学総合人間学部助教授)

河村 有弘 (日経ＢＰ㈱専務取締役)

坂本 吉弘 日本エネルギー経済研究所理事長) 

椎名 武雄 (日本アイ・ビー・エム㈱会長)

杉之尾 孝生 (防衛大学教授)

関 隆昭 (NECソフト㈱代表取締役社長) 

S・ホロニック (アーサーアンダーセンパートナー)

田中 榮 (㈱大和総研社長)

張富 士夫 (トヨタ自動車㈱専務取締役)

常盤 文克 (花王株式会社代表取締役会長)
富沢 秀機 (日本経済新聞社常務取諦役) 

トム・ケリー (Knowledge Enterprise 理事長)

野中 郁次郎 (北陸先端科学技術大学院教授)

橋本 綱夫 (ソニー㈱副会長)

浜田 広 (㈱リコー会長)

ボブ・ヒープラー(アーサーアンダーセンパートナー)

福地 茂雄 (アサヒビール㈱社長) 

松本 滋夫 (日本電気㈱常務取締役)

峯嶋 利之 (つくば銀行社長)

宮原 明 (富士ゼロックス㈱副会長)

師岡 孝次 (東海大学工学部教授)

会長 奈良 彌久 (㈱三菱総合研究所 取締役会長)

副会長 阿蒜 達雄 (㈱さくら総合研究所 取締役社長)

副会長 花村 邦昭 (㈱日本総合研究所 取締役社長)

評議員会議長 亀井 正夫 (住友電量工業㈱ 相談役)

評議員会副議長 山本 信孝 (㈱三和総合研究所 会長) 

理事長 森田 松太郎 (朝日監査法人 相談役)

副理事長 嶋口 充輝 (慶慮義塾大学 教授)

専務理事 高梨 智弘 (㈱日本総合研究所 理事)

専務理事 山内 悦嗣 (住友銀行 社外取締役) 
専務理事 一條 和生 (一橋大学 助教授) 

■アドバイザリー・ボード
カーラ・オデール (アメリカ生産性品質センター 理事長)
ディック・ミゼール (前アーサーアンダーセンマネジング・パートナー)
竹内弘高 (一橋大学大学院 国際企業戦略研究科研究科長)

■監事

浅野 純次 (㈱東洋経済新報社代表取締役社長) 冨尾 一郎 (川澄化学工業副社長 )

役 員

＜２００１年３月３１日現在＞



■部会員を新規募集します。
第2～第5研究部会および国際部では部会員の新規募集をおこなっております。
募集要項の詳細については事務局までお問い合わせ下さい。

■新会員を募集しています
当学会は、ナレッジ・マネジメントに興味を持ち、研究意欲を有する法入・個人であれば、特に入会資格を制限 して
おり ません。学会の活動にご参加いただける方がいらっしゃれば、是非参加を呼びかけてください。
申し込みに必要な書類一式は、当学会事務局からご郵送いたしますので、必要に応じてご請求下さい。

■お申し込み方法
法入会員：「法人入会申込書」に必要事項をご記入の上、下記の当学会事務局宛までFAXにて送 付して下さい。
折り返し請求書、登録内容の通知書、会員名簿、研究年報及び最新の会員報を送付させていただ
きます。なお、法入会員は窓ロ担当者を合計2名まで登録できます。

個人会員：「個入入会申込書」に必要事項をご記入の上下記の当学会事務局宛までFAXにて送付 していただき、
その後に申込書に添付された郵便振替用紙にて会費をお振り込み下さい。ご入金を 確認後、登録内容の通知書、
会員名簿、研究年報及び最新の会員報を送付させていただきます。

*請求書・領収書は原則として発行してお‘りません。

■入会金・年会費について
法人会員は年会費100,O00円(入会金なし)を下記の銀行口座へお振り込み下さい。
個人会員は入会金5,000円、年会費5,000円を下記の銀行・郵便振替口座へお振り込み下さい。
法人・個入ともに年会費の期間は入会された年の12月31日までです。

申込喜送付先:日本ナレッジ・マネジメント学会
〒I03-0022東京都中央区日本橋室町3-1-lO 田中ビル (株)日本ビジネスソリューション内

TEL03-3270-0020FAX03-3270-O056
E-Mailkms@gc4.so-net.ne.jp

■年会行振込先:
1.銀行口座 口座人名: 日本ナレッジ・マネジメント学会理事長森田松太郎
●三井住友銀行日本橋支店普通7072689 ●三井住友銀行日本橋中央支店普通1085878
●三和銀行室町支店普通3884012 ●東京三菱銀行東京営業部普通3412822

2.郵便口座 口座人名:日本ナレッジ・マネジメント学会
●日本橋三井ビル内郵便局00120-3-12323

発行日/平成1３年5月1日

発行者/日本ナレッジ・マネジメント学会

編集人/石崎忠司

製作/㈱アイビジネスサービス

日本ナレッジ・マネジメント学会事務局

〒I03-0022東京都中央区日本橋室町3-1-IO田中ビル (株)日本ビジネスソリューション内
TEL08-8270-0020 FAX03-3270-O056

個人会員417名、法人会員59社(平成12年 8月 1旧現在)
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